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 [ こども部保育課 ]  

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、保護者の子育てと就労の両立を支援するとともに児童の健全な育成に寄与

するため、「病児保育事業の実施について」（令和６年３月30日付けこ成保第 180 号こども家

庭庁成育局長通知）の別紙「病児保育事業実施要綱」（以下「実施要綱」という。）、「子ど

も・子育て支援交付金の交付について」（令和５年９月７日付けこ成事第 481 号こども家庭庁

長官通知）の別紙「子ども・子育て支援交付金交付要綱」（以下「国交付要綱」という。）、

福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和45年福島県規則第 107 号。以下「県規則」とい

う。）及び福島県子ども・子育て支援交付金交付要綱（平成27年11月13日付け27こ第2503号。

以下「県交付要綱」という。）に基づき、病院・保育所等において病気の児童を一時的に保育

する病児保育事業に要する経費に対する補助金の交付に関して、郡山市補助金等の交付に関す

る規則（昭和48年郡山市規則第18号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。 

 （補助対象事業等） 

第２条 補助金の交付の対象は国交付要綱第３条第15号に定める病児保育事業で市内に住所を有

する乳幼児等を対象に実施される事業及び病児保育事業の広域利用に関する協定を本市と締結

した市町村に住所を有する乳幼児等を対象として協定の対象施設において実施される事業（子

ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第59条の２第１項に規定する仕事・子育て両立支

援事業のうち、「企業主導型保育事業等の実施について」（令和５年６月27日付けこ成保第70

号こども家庭庁育成局長通知）の別紙「企業主導型保育事業費補助金実施要綱」第２の１に定

める企業主導型保育事業を行う者を除く。以下「補助事業」という。）とし、補助金の額は予

算の範囲内において、国交付要綱の別紙第３欄に定める基準額と補助対象経費の実支出額とを

比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少な

い方の額とする。この場合において、国交付要綱の別紙第３欄に定める基準額の算定に当たっ

ては、次に掲げる額を合算するものとする。 

 (1) 病児保育事業（事業費）１病児対応型（１）基本分 

(2) 病児保育事業（事業費）１病児対応型（２）加算分ア年間延べ利用児童数に応じた加算 

(3) 病児保育事業（事業費）１病児対応型（２）加算分オ当日キャンセル対応加算 

(4) 病児保育事業（事業費）２病後児対応型（１）基本分 

(5) 病児保育事業（事業費）２病後児対応型（２）加算分ア年間延べ利用児童数に応じた加算 

(6) 病児保育事業（事業費）２病後児対応型（２）加算分オ当日キャンセル対応加算 



(7) 病児保育（特定分・低所得者減免分加算） 

（補助対象者等） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象事業者」という。）は、前条に

規定する補助事業を行う者のうち、市長に対し、児童福祉法（昭和22年法律第 164 号）第34条

の18第１項の規定による届出をしている者で次に掲げる条件を満たすものとする。 

 (1) 保護者負担の額を児童１人につき１日当たり 2,000 円以下とすること。 

(2) 前条第７号の対象となる世帯の保護者負担の額を免除すること。 

 （交付の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条の規定により申請するものとする。こ

の場合において、同条第１号の補助事業等事業計画書は事業計画書（第１号様式）とし、同条

第２号の補助事業等に係る収支予算書は収支予算書（第２号様式）とし、同条第３号に規定す

るその他市長が必要と認めて指示する書類は積算調書（申請用）（第３号様式）とする。 

２ 補助対象事業者は、規則第４条の規定に基づく補助金の申請に当たり、当該補助金に係る消

費税相当額（補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108

号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭

和25年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて

得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合は、これを減額して申

請するものとする。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに関する消費税相当額が

明らかでない場合については、この限りでない。 

 （軽微な変更の範囲） 

第５条 規則第６条第１項第１号に規定する軽微な変更は、補助対象経費の総額の10分の２以内

の減額又は交付申請額の変更を伴わない補助対象経費の総額の10分の２以内の増額とする。 

 （交付の条件） 

第６条 規則第６条第１項第４号に規定するその他必要と認める条件は、次のとおりとする。 

 (1) 補助金を目的外に使用しないこと。 

 (2) 国交付要綱第５条第１号から第８号までに規定する条件を遵守すること。この場合におい

て、「内閣総理大臣」とあるのは「郡山市長」と、「国庫」とあるのは「郡山市」と、「交

付金」とあるのは「補助金」と読み替えるものとする。 

 (3) 県規則及び県交付要綱の定めに従うこと。 

 (4) 事業者は事業計画書の内容を変更しようとする場合は、事前に市と協議すること。 

 （概算払） 

第７条 市長が必要と認めるときは、補助金を概算払の方法により交付することができる。 

 （状況報告） 

第８条 補助事業者等は、規則第12条により、各月の実施の状況を実施内訳書（第４号様式）及

び利用者一覧表（第５号様式）により翌月10日までに報告をするものとする。ただし、３月分

については３月31日に報告するものとする。 

 （実績報告等） 

第９条 補助金の交付を受けた者は、補助事業が完了したときは、補助事業が完了した日の属す

る年度の３月31日までに、規則第14条の規定により市長に実績を報告するものとする。この場

合において、同条の補助事業等に係る収支決算書は収支決算書（第６号様式）とし、同条に規



定するその他市長が必要と認めて指示する書類は次のとおりとする。 

 (1) 積算調書（実績報告用）（第７号様式） 

 (2) 改善分の実施内容を示す資料 

 （額の確定） 

第10条 市長は、前条の規定による実績の報告を受けた場合は、これを審査し、補助事業の成果

が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補

助金の額を確定し、速やかに規則第15条に規定にする補助金等交付額確定通知書により当該補

助事業者等に通知するものとする。ただし、確定額が交付決定した額と同額である場合は、当

該通知を省略するものとする。 

 （委任） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成30年４月１日から施行する。   

   附 則 

 この要綱は、平成31年４月１日から施行する。   

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。   

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。   

   附 則 

 この要綱は、令和６年３月29日から施行し、この要綱による改正後の第２条の規定は、令和５

年４月１日から適用する。   

   附 則 

 （施行期日） 

 １ この要綱は、令和６年４月１日から施行し、改正後の郡山市病児保育事業費補助金交付要

綱の規定は、令和６年度以降の年度分の補助金について適用する。 

 （経過措置） 

 ２ この要綱の施行の日前に、この要綱による改正前の郡山市病児保育事業費補助金交付要綱

の規定によりなされた手続、処分その他の行為は、この要綱による改正後の郡山市病児保育

事業費補助金交付要綱の規定によりなされた手続、処分その他の行為とみなす。 

   

   附 則 

この要綱は令和７年４月１日から施行する。 


